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１　事業計画
	屋号・商号
	

	従来の産業分類
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・なし

	賑わい商業の具体的内容
	産業分類
	

	
	事業に要する
許認可・免許等
	許認可の名称・番号
取得（見込）日

	
	主要商品
又はサービス
	

	
	事業の動機
又は理由
	

	交付対象事業の内容
	

	
	　　年　　月
	

	
	　　年　　月
	

	
	　　年　　月
	

	
	　　年　　月
	

	
	　　年　　月
	



２　資金計画（別紙も可）
	助成対象経費の内容
	経費区分
	内容
	金額
	積算根拠・説明

	
	法的事務費
	
	
	

	
	事業所取得費
	
	
	

	
	事業所工事費
	
	
	

	
	設備導入費
	
	
	

	
	調査費
	
	
	

	
	開発費
	
	
	

	
	謝金
	
	
	

	
	広告費
	
	
	

	
	その他経費
	
	
	

	
	合計
	
	

	助成対象外経費及び資金計画
	経費の内容
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合計
	
	

	
	資金調達
	自己資金額
	
	

	
	
	融資利用額
	
	

	
	
	融資金融機関・支店名
	



３　誓約欄
□　助成金を活用して小山町に賑わい商業を創出し、少なくとも５年間は事業の継続と発展に努めます。
□　小山町商工会に継続して加入し、町全体の経済の活性化に協力します。
□　世帯員のいずれも、町税等を滞納していません。
また、担当職員が私の世帯の町税等滞納状況等を調査閲覧することに同意します。
□　小山町暴力団排除条例(平成２４年小山町条例第３号)第２条第1項第１号及び第３号の規定に該当しません。
□　破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行う団体等に所属していません。
□　他の団体等からこの要綱による助成金と重複する助成金等の交付を受けていません。
□　小山町から求められた場合には、助成金の交付を受けた事業の実施状況その他の調査に協力し、遅滞なく報告します。
□　助成事業の完了後速やかに小山町に定住し、少なくとも５年以上自ら居住します。（定住する者の場合）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
申請者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

